
 高市政権は消費税の減税を求める国民の声に押され、「給付付き税額 

控除」（所得連動給付）と消費税軽減税率の限定的な減税を実施しよう 

としています。しかし、その内容は国民・中小業者の願いの応えるもの 

ではありません。  
 

１、「食料品１％、２年限定」では不十分 
 深刻な物価高や被災者復興にかかる負担を軽減するためには、「食料 

 品・２年間」限定の消費税減税では不十分です。 

①消費やサービスなどすべての取引にかかる消費税を一律５％以下に引 

 き下げるべきです。 

②税率が増えれば、「複数税率に対応するため」と言って導入され、小 

 規模事業者やフリーランスを苦しめるインボス制度が続くことになり 

 ます。 

③10％適用の外食産業が増税になる一方で、減税になる業種が生まれま 

 す。食品大手は消費税が「還付」になるなど不公平が広がります。 
 

２、所得連動給付の対象は国民の１割だけ?! 
①高市政権が食料品１％が終わる2029年度に導入しようとしている「給 

 付付き税額控除」（所得連動給付）の対象は多く見積もっても1,200万 

 人程度で国民の１割ほど（日本共産党試算）です。残り９割の国民 

 は、食料品の１％が８％に戻れば増税だけが押し付けられることになります。 

②政府は所得連動給付の目的を「低所得者の社会保険料負担の軽減」と言っています。だとすれば、収入 

 が低いほど負担が重い、不公平な仕組みを今すぐ解消すべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３、消費税を減税・廃止しても 

 社会保障の拡充は可能です 
①消費税は導入以降、社会保障のため 

 以上に、大企業や富裕層への減税の 

 穴埋めに使われてきたのです。 

 

 

 

 

 

②右図のように、大儲けを上げる大企 

 業や所得１億円を超える富裕層の税 

 金を軽くしている不公平な税制を正 

 せば、消費税に代わる財源を確保で 

 きます。これこそ政治の責任です。 


